














Transition from school life to working life: 
Secondary analysis of a cohort study of young people, their 
education and careers, 2007-2011 






























































































る調査」では、2007 年 4 月 1 日現在で 20 歳である全国の男女を対象として、毎
年 1 回の調査を 5 回追跡調査した。このようないわゆるパネル調査は脱落率が大











「若者の教育とキャリア形成に関する調査」では、2007 年 4 月 1 日現在で 20 歳
である全国の男女を対象として、毎年 1 回の調査を 5 回追跡調査した。本調査の
目的に関して、「1990 年前後までは、新規学卒の就職慣行が有効に機能しており、














階（18 大都市・10 万人以上の都市・その他の市町村）に分けて 27 層をつくり、
人口分布に比例するように目標サンプル 1,250 を割り振っている。なお、沖縄に
ついては別途調査デザインをしている。調査は 2007 年から 2011 年まで、毎年
10 月から 12 月に実施された。調査方法は郵送配布・訪問回収で行われている。 
 今回の分析では、全国調査に限定するため、全国調査の有効回収状況について
見てみると表 1 の通りである。第 1 回のアタック数 4,258 に対して、第 5 回の有







 今回調査対象は、2005 年時点（18/19 歳）では、男性 7 割、女性 8 割が修学し
ており、2007 年（20/21 歳）ころには在学者の割合が男女とも 6 割程度に減少し、
2009 年（22/23 歳）には、男性の 7 割、女性の 8 割が就労している状態となる。
また、乾他（2017）によると、追跡調査可能だったサンプルを分類すると、学校




表 1 全国調査の有効回収状況  
 アタック数 有効回収数 回収率  
第1回調査（2007） 4,258 1,357 31.9%  
第2回調査（2008） 1,314 1,097 83.5％  
第3回調査（2009） 1,097 957 87.2％  
第4回調査（2010） 937 853 91.0％  
第5回調査（2011） 817 750 91.8%  
出所：乾他（2017）、14 ページより筆者が作成。  
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可能だった全てのインフォーマントに対して、2005 年 4 月（18 歳）から 2011












































2011 年時点で男性全体の 91.5%、女性全体の 82.9％を占めている。女性や非正















































































































































表 2 現在働いている企業の従業員数別の転職経験者数 
  転職経験  
  ある ない 合計 
従業員数 ９人以下 6 7 13 
１０～２９人 14 12 26 
３０～９９人 15 14 30 
１００～２９９人 12 30 44 
３００～４９９人 3 23 26 
５００～９９９人 1 25 26 
１０００人以上 10 76 88 
官公庁 5 14 20 
非該当 2 1 3 
無回答 9 18 28 





 本調査は 2009 年から 2011 年にかけて追跡調査を行っているため、2011 年段
階まで追跡されているサンプルに関して、過去 5 年間にどのような回答をしてい
るのか観察することが可能である。たとえば、2011 年時点の転職経験の有無と、
2009 年時点（つまり、就職して 1 年目の者が多いと思われる時点）の転職意向
に関しては、2011 年時点で転職経験のある人の 62.5%は 2009 年時点で転職の意
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